
 

 

議案第８２号 

 

瑞穂町税賦課徴収条例及び瑞穂町介護保険条例の一部を改正する

条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成２７年１２月１日 

 

          提出者  瑞穂町長   石 塚 幸右衛門 

 

 

（提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号）の施行に伴い、条例を改正す

る必要があるので、本案を提出する。 

 

 

瑞穂町税賦課徴収条例及び瑞穂町介護保険条例の一部を改正

する条例 

 

 （瑞穂町税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 瑞穂町税賦課徴収条例（昭和２５年条例第７号）の一部を

次のように改正する。 

第３６条の２第８項中「寮等の所在」の次に「、法人番号（行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）第２条第１５項に規定する法

人番号をいう。以下町民税について同じ。）」を加える。 

第５１条第２項第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同

号の前に次の１号を加える。 

 

 

 



 

 

（１）納税義務者の氏名又は名称、住所若しくは居所又は事務所

若しくは事業所の所在地及び個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条

第５項に規定する個人番号をいう。）又は法人番号 

第６３条の２第１項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称

及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、

当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固

定資産税について同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規定す

る法人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」

に改める。 

第６３条の３第１項第１号及び第２項第１号中「及び氏名」を

「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人

番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改め

る。 

第７１条第２項第１号中｢及び氏名又は名称｣を「、氏名又は名

称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない

者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第７４条第１項第１号及び第７４条の２第１項第１号中「及び

氏名又は名称」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）」に改める。 

第８９条第２項第２号中「氏名若しくは名称」を「事務所若し

くは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２

条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条におい

て同じ。）又は法人番号（同法第２条第１５項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称）」に改める。 

第９０条第２項第１号中「及び住所」を「、住所及び個人番号

（個人番号を有しない者にあっては、氏名及び住所）」に改める。 



 

 

第１３９条の３第２項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏

名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人

番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条第

１５項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名

又は名称）」に改める。 

附則第１０条の３第１項第１号、第２項第１号、第３項第１号、

第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第７項第１号、第

８項第１号及び第９項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名

又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

附則第２２条第１項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名

又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）」に改め、同条第

３項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個人番号又は

法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名）」に改める。 

（瑞穂町介護保険条例の一部改正） 

第２条 瑞穂町介護保険条例（平成１２年条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

第９条第２項第１号中「及び住所」を「、住所及び個人番号（行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人

番号をいう。以下次条において同じ。）」に改める。 

第１０条第２項第１号中「及び住所」を「、住所及び個人番号」

に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 

 （町民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の瑞穂町税賦課徴収条例（以下



 

 

「新条例」という。）第５１条第２項第１号の規定は、この条例

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に提出する申請書に

ついて適用する。 

２ 新条例第３６条の２第８項の規定は、施行日以後に行われる新

条例第３６条の２第８項の規定による申告について適用し、同日

前に行われる第１条の規定による改正前の瑞穂町税賦課徴収条例

（以下「旧条例」という。）第３６条の２第８項の規定による申

告については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６３条の２第１項第１号、第６３条の３第１項第

１号及び第２項第１号、第７１条第２項第１号、第７４条第１項

第１号並びに第７４条の２第１項第１号並びに附則第１０条の３

第１項第１号、第２項第１号、第３項第１号、第４項第１号、第

５項第１号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号及び第

９項第１号並びに第２２条第１項第１号及び第３項第１号の規定

は、施行日以後に提出する新条例第６３条の２第１項並びに第６

３条の３第１項及び第２項並びに附則第２２条第３項に規定する

申出書、新条例第７１条第２項に規定する申請書又は新条例第７

４条第１項及び第７４条の２第１項並びに附則第１０条の３各項

及び第２２条第１項に規定する申告書について適用し、同日前に

提出した旧条例第６３条の２第１項並びに第６３条の３第１項及

び第２項並びに附則第２２条第３項に規定する申出書、旧条例第

７１条第２項に規定する申請書又は旧条例第７４条第１項及び第

７４条の２第１項並びに附則第１０条の３各項及び第２２条第１

項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第８９条第２項第２号及び第９０条第２項第１号の

規定は、施行日以後に提出する新条例第８９条第２項並びに第９

０条第２項及び第３項に規定する申請書について適用し、同日前

に提出した旧条例第８９条第２項並びに第９０条第２項及び第３

項に規定する申請書については、なお従前の例による。 

（特別土地保有税に関する経過措置） 

第５条 新条例第１３９条の３第２項第１号の規定は、施行日以後



 

 

に提出する同項に規定する申請書について適用し、同日前に提出

した旧条例第１３９条の３第２項に規定する申請書については、

なお従前の例による。 
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第1条による改正 

瑞穂町税賦課徴収条例 新旧対照表 

新 旧 

目次 略 目次 略 

  

   第1章 略    第1章 略 

   第2章 略    第2章 略 

    第1節 略     第1節 略 

第23条から第36条 略 第23条から第36条 略 

(町民税の申告) (町民税の申告) 

第36条の2 略 第36条の2 略 

2から7 略 2から7 略 

8 町長は、町民税の賦課徴収について必要が

あると認める場合においては、新たに第23

条第1項第3号又は第4号の者に該当するこ

ととなった者に、当該該当することとなっ

た日から2月以内に、その名称、代表者又は

管理人の氏名、主たる事務所又は事業所の

所在、当該町内に有する事務所、事業所又

は寮等の所在、法人番号(行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律(平成25年法律第27号)第2条

第15項に規定する法人番号をいう。以下町

民税について同じ。)、当該該当することと

なった日その他必要な事項を申告させるこ

とができる。 

8 町長は、町民税の賦課徴収について必要が

あると認める場合においては、新たに第23

条第1項第3号又は第4号の者に該当するこ

ととなった者に、当該該当することとなっ

た日から2月以内に、その名称、代表者又は

管理人の氏名、主たる事務所又は事業所の

所在、当該町内に有する事務所、事業所又

は寮等の所在   、当該該当することと

なった日その他必要な事項を申告させるこ

とができる。 

第36条の3から第50条 略 第36条の3から第50条 略 

(町民税の減免) (町民税の減免) 

第51条 略 第51条 略 

2 略 2 略 

(1)納税義務者の氏名又は名称、住所若しくは

居所又は事務所若しくは事業所の所在地及

び個人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法
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律第2条第5項に規定する個人番号をいう。)

又は法人番号 

(2) 略 (1) 略  

(3) 略 (2) 略 

3 略 3 略 

第52条から第53条の12 略 第52条から第53条の12 略 

    第2節 略     第2節 略 

第54条から第63条 略 第54条から第63条 略 

(施行規則第15条の3第2項の規定による補

正の方法の申出) 

(施行規則第15条の3第2項の規定による補

正の方法の申出) 

第63条の2 略 第63条の2 略 

(1)代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号

(行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第2条第5

項に規定する個人番号をいい、当該書類を

提出する者の同項に規定する個人番号に限

る。以下固定資産税について同じ。)又は法

人番号(同条第15項に規定する法人番号を

いう。以下固定資産税について同じ。)(個

人番号又は法人番号を有しない者にあって

は、住所及び氏名又は名称) 

(1)代表者の住所及び氏名 

(2)から(4) 略 (2)から(4) 略 

2 略 2 略 

(法第352条の2第5項及び第6項の規定によ

る固定資産税額のあん分の申出) 

(法第352条の2第5項及び第6項の規定によ

る固定資産税額のあん分の申出) 

第63条の3 略 第63条の3 略 

(1)代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号

又は法人番号(個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称) 

(1)代表者の住所及び氏名 

(2)から(5) 略 (2)から(5) 略 

2 略 2 略 

(1)代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号

又は法人番号(個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名

(1)代表者の住所及び氏名 
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称) 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

3及び4 略 3及び4 略 

第64条から第70条 略 第64条から第70条 略 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 略 第71条 略 

2 略  2 略  

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)から(5) 略 (2)から(5) 略 

3 略 3 略 

第72条から第73条の3 略 第72条から第73条の3 略 

(住宅用地の申告) (住宅用地の申告) 

第74条 略 第74条 略 

(1)住宅用地の所有者の住所、氏名又は名称及

び個人番号又は法人番号(個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び

氏名又は名称) 

(1)住宅用地の所有者の住所及び氏名又は名

 称 

(2)から(4) 略 (2)から(4) 略 

2 略 2 略 

(被災住宅用地の申告) (被災住宅用地の申告) 

第74条の2 略 第74条の2 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称)並びに当該納税義務者が令第52条

の13第1項第3号から第5号まで又は第3項第

3号から第5号までに掲げる者である場合に

あっては、同条第1項第1号若しくは第2号又

は第3項第1号若しくは第2号に掲げる者と

の関係 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称並び

に当該納税義務者が令第52条の13第1項第3

号から第5号まで又は第3項第3号から第5号

までに掲げる者である場合にあっては、同

条第1項第1号若しくは第2号又は第3項第1

号若しくは第2号に掲げる者との関係 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

2 略 2 略 
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第75条から第79条 略 第75条から第79条 略 

    第3節 略     第3節 略 

第80条から第88条 略 第80条から第88条 略 

(軽自動車税の減免) (軽自動車税の減免) 

第89条 略 第89条 略 

2 略  2 略  

(1) 略 (1) 略 

(2)軽自動車等の所有者等の住所又は事務所

若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及

び個人番号(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法

律第2条第5項に規定する個人番号をいう。

以下この号及び次条において同じ。)又は法

人番号(同法第2条第15項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ。)(個

人番号又は法人番号を有しない者にあって

は、住所又は事務所若しくは事業所の所在

地及び氏名又は名称) 

(2)軽自動車等の所有者等の住所又は氏名若

しくは名称 

(3)から(8) 略 (3)から(8) 略 

3 略 3 略 

(身体障害者等に対する軽自動車税の減免) (身体障害者等に対する軽自動車税の減免) 

第90条 略 第90条 略 

2 略 2 略  

(1)減免を受ける者の氏名、住所及び個人番号

(個人番号を有しない者にあっては、氏名及

び住所)並びに減免を受ける者が身体障害

者等と生計を一にする者である場合には、

当該身体障害者等との関係 

(1)減免を受ける者の氏名及び住所並びに減

免を受ける者が身体障害者等と生計を一に

する者である場合には、当該身体障害者等

との関係 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

3及び4 略 3及び4 略 

第91条 略 第91条 略 

    第4節及び第5節 略     第4節及び第5節 略 

    第6節 略     第6節 略 

第131条から第139条の2 略 第131条から第139条の2 略 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 
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第139条の3 略 第139条の3 略 

2 略 2 略  

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号(行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第2

条第5項に規定する個人番号をいう。以下こ

の号において同じ。)又は法人番号(同条第1

5項に規定する法人番号をいう。以下この号

において同じ。)(個人番号又は法人番号を

有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

3 略 3 略 

第140条から第140条の7 略 第140条から第140条の7 略 

 

附 則 

 

附 則 

第1条から第10条の2 略 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

第1条から第10条の2 略 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

2 略 2 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)から(4) 略 (2)から(4) 略 

3 略 3 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 
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は名称) 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

4 略 4 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

5 略 5 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

6 略 6 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

7 略 7 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)から(7) 略 (2)から(7) 略 

8 略 8 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

9 略 9 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称 
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を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称) 

(2)から(6) 略 (2)から(6) 略 

第11条から第21条の2 略 第11条から第21条の2 略 

(東日本大震災に係る固定資産税の特例の

適用を受けようとする者がすべき申告等) 

(東日本大震災に係る固定資産税の特例の

適用を受けようとする者がすべき申告等) 

第22条 略 第22条 略 

(1)納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号(個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称)並びに当該納税義務者が令附則第3

3条第1項第3号から第5号まで又は第3項第3

号から第5号までに掲げる者である場合に

あっては、同条第1項第1号若しくは第2号又

は第3項第1号若しくは第2号に掲げる者と

の関係 

(1)納税義務者の住所及び氏名又は名称並び

に当該納税義務者が令附則第33条第1項第3

号から第5号まで又は第3項第3号から第5号

までに掲げる者である場合にあっては、同

条第1項第1号若しくは第2号又は第3項第1

号若しくは第2号に掲げる者との関係 

(2)から(4) 略 (2)から(4) 略 

2 略 2 略 

3 略 3 略 

(1)代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号

又は法人番号(個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名) 

(1)代表者の住所及び氏名 

(2)から(5) 略 (2)から(5) 略 

4 略 4 略 

第23条 略 第23条 略 

  

   附 則  

 (施行期日)  

第1条 この条例は、平成28年1月1日から施行

する。 

 

 (町民税に関する経過措置)  

第2条 第1条の規定による改正後の瑞穂町税

賦課徴収条例(以下｢新条例｣という。)第51

条第2項第1号の規定は、この条例の施行の

日(以下｢施行日｣という。)以後に提出する
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申請書について適用する。 

2 新条例第36条の2第8項の規定は、施行日以

後に行われる新条例第36条の2第8項の規定

による申告について適用し、同日前に行わ

れる第1条の規定による改正前の瑞穂町税

賦課徴収条例(以下「旧条例」という。)第3

6条の2第8項の規定による申告については、

なお従前の例による。 

 

 (固定資産税に関する経過措置)  

第3条 新条例第63条の2第1項第1号、第63条

の3第1項第1号及び第2項第1号、第71条第2

項第1号、第74条第1項第1号並びに第74条の

2第1項第1号並びに附則第10条の3第1項第1

号、第2項第1号、第3項第1号、第4項第1号、

第5項第1号、第6項第1号、第7項第1号、第8

項第1号及び第9項第1号並びに第22条第1項

第1号及び第3項第1号の規定は、施行日以後

に提出する新条例第63条の2第1項並びに第

63条の3第1項及び第2項並びに附則第22条

第3項に規定する申出書、新条例第71条第2

項に規定する申請書又は新条例第74条第1

項及び第74条の2第1項並びに附則第10条の

3各項及び第22条第1項に規定する申告書に

ついて適用し、同日前に提出した旧条例第6

3条の2第1項並びに第63条の3第1項及び第2

項並びに附則第22条第3項に規定する申出

書、旧条例第71条第2項に規定する申請書又

は旧条例第74条第1項及び第74条の2第1項

並びに附則第10条の3各項及び第22条第1項

に規定する申告書については、なお従前の

例による。 

 

 (軽自動車税に関する経過措置)  

第4条 新条例第89条第2項第2号及び第90条

第2項第1号の規定は、施行日以後に提出す

る新条例第89条第2項並びに第90条第2項及

び第3項に規定する申請書について適用し、

同日前に提出した旧条例第89条第2項並び
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に第90条第2項及び第3項に規定する申請書

については、なお従前の例による。 

 (特別土地保有税に関する経過措置) 

第5条 新条例第139条の3第2項第1号の規定

は、施行日以後に提出する同項に規定する

申請書について適用し、同日前に提出した

旧条例第139条の3第2項に規定する申請書

については、なお従前の例による。 

 

  



- 10 - 

 



 - 1 - 

第2条による改正 

瑞穂町介護保険条例 新旧対照表 

新 旧 

目次 略 目次 略 

  

   第1章及び第2章 略    第1章及び第2章 略 

   第3章 略    第3章 略 

第4条から第8条 略 第4条から第8条 略 

 (保険料の徴収猶予)  (保険料の徴収猶予) 

第9条 略 第9条 略 

2 略 2 略 

(1)第1号被保険者及びその属する世帯の生計

を主として維持する者の氏名、住所及び個

人番号(行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律

(平成25年法律第27号)第2条第5項に規定す

る個人番号をいう。以下次条において同

じ。) 

(1)第1号被保険者及びその属する世帯の生計

を主として維持する者の氏名及び住所 

 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

（保険料の減免） （保険料の減免） 

第10条 略 第10条 略 

2 略 2 略 

(1)第1号被保険者及びその属する世帯の生計

を主として維持する者の氏名、住所及び個

人番号 

(1)第1号被保険者及びその属する世帯の生計

を主として維持する者の氏名及び住所 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

3 略 3 略 

第11条 略 第11条 略 

第4章及び第5章 略 第4章及び第5章 略 

        

   附 則  

 (施行期日)  

第1条 この条例は、平成28年1月1日から施行

する。 
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第2条から第5条 略  
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